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かながわグランドデザイン調査特別委員会県内調査報告書 

 

 

  令和元年11月21日（木）に、「かながわグランドデザイン」について調査を実施し

たところ、その概要は次のとおりでした。 
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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所 公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーショ  

ン研究科、動物愛護センター 

(2) 出席委員 嶋村委員長、 

芥川、新堀、あらい、長田、土井、谷口、近藤、楠の各委員  

(3) 調 査 日 令和元年11月21日(木) 

 

２ 公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科 

(1) 調査目的 

かながわグランドデザイン第３期実施計画では、神奈川の戦略(重点施策)とし

て、ヘルスケア・ニューフロンティアの推進を掲げており、次世代社会に向けた

基盤づくりとして、公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベー

ション研究科において、ヘルスケア分野における社会システムの変革を起こす人

材の育成に取り組んでいる。 

公立大学法人神奈川県立保健福祉大学ヘルスイノベーション研究科は、超高齢

社会の到来によるさまざまな社会変化を見通して、公衆衛生学を基盤としながら、

本県の掲げる新しい未病コンセプトをベースに、保健医療、ビジネス、テクノロ

ジーなどのさまざまな分野、領域にわたる教育研究を実施し、産官学の各領域に

おいて活躍できるイノベーション人材の育成を目指し、平成31年４月に開設され

た。 

そこで、公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研

究科の取り組みを調査することにより、かながわグランドデザインの検証に関す

る今後の委員会調査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

ア ヘルスイノベーション研究科について 

    設立目的のほか、次のことについて説明。 

・研究科の三つの柱（次世代を牽引する人材の育成、ヘルスイノベーション

の拠点、シンクタンク機能）、カリキュラム  

・神奈川県との連携（アジア圏を中心に積極的に留学生を受け入れ、本県と

の交流促進につなげる。） 

・具体的な養成人材像（主に４分類（ビジネスパーソン、アドミニストレー

ター、ポリシーメーカー、リサーチャー）を想定し育成） 

・授業の特色（社会人でも学びやすい環境、英語による講義、アクティブラ

ーニング）等 

イ イノベーション政策研究センターについて 

    センターの概要（シンクタンク機能等）のほか、次のことについて説明。 
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  ・活動状況（神奈川県や国際機関との連携等、研修、未病指標の構築等） 

・事業領域とプロジェクト 

・エクステンション・プログラム等 

ウ ＳＨＩ教員の研究紹介 

現在かかわっている研究課題から、三つの研究事例を調査結果を踏まえ紹介。 

・長時間労働（長時間労働状態になった際に、特にリスクの高い方々の特徴 

 等） 

・職場のいじめ、パワーハラスメント（弱い立場の労働者がハラスメントを

受けやすいこと、パワハラのスピルオーバー効果、将来のパワハラ発生を

予測するサービスのための実証実験等） 

・ＬＧＢＴＱｓ（ＬＧＢＴＱｓのハラスメント経験、ハラスメント根絶に向 

けての説明等） 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  ヘルスイノベーション研究科とイノベーション政策研究センター

の位置づけは。 

応 答  ヘルスイノベーション研究科は大学院の一研究科であり、イノベー

ション政策研究センターは大学全体の附置機関となる。 

質 疑  学生の進路はどのように捉えているか。 

応 答  現在在籍している学生は全て社会人で、企業など雇用元を持ってい

る。したがって、卒業後は戻る方が多いと思うが、キャリアチェンジ

する方もいるかもしれない。 

質 疑  職場のいじめ、パワーハラスメント説明に関し、具体的な実証内容

はどのようなものか。 

応 答  全国の労働者や製造業の労働者等を対象とした調査結果から、その

傾向を把握するとともに、ＡＩを活用し、将来的な発生率を予測する

サービスを現在実証実験中である。 

質 疑  集めたデータをどのように活用するのか。 

応 答  センシティブなデータなので扱いには注意が必要だが、職場環境を

改善するためのサービスとして提供し、相手と一緒に考えていくなど、

モチベーションを上げていくきっかけにできればと考えている。 

質 疑  企業からの依頼にはデータを提供し協力して行うのか、それともア

プリをつくり活用してもらう形なのか。また実現はいつごろから考え

ているか。 

応 答  アプリの提供ではなく、あくまで企業と契約をして進め、しっかり

と企業とデータを分析などしながら行っていく。実施については、来

年度からと考えている。 
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質 疑  そもそも未病に関して、これから急激に到来する超高齢社会に対し

て、このまま医療体制が維持できるか危機感がある。それには健康寿

命を延ばす方法しかないと思っている。未病に関しては、これまで100

億円近い投資をしているが、当然県民に対して投入したことが効果と

してあらわれるべきで、それが税収等に成果としてあらわれたり、さ

まざまなデータの活用により医療費削減につながるか、県の健康医療

財政の取り組みもチェックしている。 

県当局からは、その点は難しいとの回答だが、きょう説明のあった

研究等を進めていけば、その成果が出るということを実証できるのか。 

応 答  健康医療財政の検証が難しいのも事実であるが、これまでバラバラ

だった健康保険データ、企業の健診用データ、後期高齢者医療データ

などを、結びつけようとする新たな兆しもみられる。今後はそれらを

結合させることにより、新たな知見の創出や分析が可能になるものと

考える。そうした研究の推進を通じて、積極的に提言などをできれば

と考えている。 

質 疑  県民として税金を納めているから、行ってもらわないと困る。 

また、市町村からは効果がないとの意見が根強く、そこをきちんと 

       検証できないと、今後も永続的に公的な負担を続けられるかがポイン

トで、効果がないなら先細りどころか、やめましょうという決断をし

なければいけないテーマになるから、そこを踏まえて研究していただ

きたいが、いかがか。 

応 答  人々が、みずからの健康をみずからが守っていくために、未病指標

などの取り組みを通じて、どのようにすれば行動変容へとつながるの

か、しっかりと検証していきたい。 

応 答(県) 御指摘はこれまで議会でも言われている。データがとれるか等一

緒に研究していくし、税金を投入する以上、当然検証し、費用対効果

も考慮して結果を出す必要があると考えているので、継続してしっか

り考えていきたい。 

質 疑  健康づくりのためのデータ利活用研修の参加状況と、県内の自治体

や企業が対象だが、実際にどのような方々が来ているのか。 

応 答  いずれの回も、ほぼ定員どおりの参加状況であった。 

応 答(県) 健康増進課から県内市町村にも通知し、市町村からは保健師や健 

康政策の事務職、県からも保健福祉事務所の保健師や関連事務職が参 

加しているが、定員の半数は市町村からの参加である。 

質 疑  健康施策のメーンは市町村と考えている。これからは、データの利
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活用も重要ポイントで、このような研修で学ぶことは重要と考える。 

県は多額の税金を使い未病を目玉政策としているが、結局は市町村が

しっかりしていないと効果はでないのでよろしくお願いしたい。 

要 望  １人の学生に対する投資額が大きく、議員は地元でこの厳しい県財

政の中でなぜこれに取り組むのか、説明責任がある。このスクールの

存在意義を説明するには、シンクタンクの役割は大きいと思う。とに

かく見える形で、県民にスクールの果たす役割を示してほしい。 

そして、さまざまな取り組みをされているようだが、未病に関して、

正直これまでの検診と何が違うのか、市町村から見るとわかりにくい

ため、シンクタンクでの成果をしっかり出し、いいものをつくってく

れたと言われることが重要で、データのエビデンスを含めしっかり構

築していただき、それが県の未病施策、ひいては市町村の健康寿命の

延伸につながるものをつくっていただきたい。 

質 疑  ヘルスイノベーション研究科は現在16名とのことだが、どこまで受

け入れる予定か。 

応 答  現在は１年生の16名のみだが、文部科学省からは、２学年定員30名

で設置認可を受けており、来年度の入学者と合わせて30名とする予定

である。ちなみに、設置後２年間は申請に沿った運営がなされている

か文部科学省によるチェックがある。 

質 疑  国際的な人材育成ということで海外留学生を積極的に受け入れる

とのことだが、それは定員に含まれているのか。また、授業以外での

施設の活用はどのように考えているか。 

応 答  留学生も含めて定員は30名で考えている。施設の活用については、

公開講座やエクステンションスクールなど、外部の方も巻き込んで活

用していければと考えている。 

要 望  肝心なことは、日本のための研究も大切だが、神奈川県が行う事業

なのだから、卒業生が神奈川県にいかに貢献できるかという部分で、

それができないと議会としては納得できない。 

やはり医療費の問題が大前提だが、頭に入れておいてほしいのが、

健康に気をつけると医療費がふえなくもない。 

未病による健康改善と言っているが、本来健康に気をつける人がふ

えると、少し悪くなると病院に行くので、逆に医療費がふえかねない

という相反する事例も考えられる。そういうところもデータを取り込

んで、どれだけ医療費削減につながるかも答えを見出せるよう検討し

ていってほしい。 

要 望  今回の貴重な時間に感謝する。いろいろ質問が出たが、行っている
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研究は我々のためになると思うし、結果が欲しいのは本音だと思うが、

研究は成果がすぐに出るものばかりでないし、そればかり求めると、

こちらが求めるものと、研究する側とのギャップがあるかもしれない。

常に皆さんが行っている研究の情報や状況を知りたいということが、

我々議員の一致した共通の考えだと思う。 

そして、その情報を発信するのが我々の役目なので、それを早いう

ちに市町村、県民に伝えることができればと思うし、ここは県政から

も注目を浴びている研究なので、これからも頑張っていただきたいと

思う。 

   

 (4) 調査結果 

   公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科で

は、高齢社会を支える新しい健康観の未病を研究対象とし、世界に先駆けて学問

体系化を目指すこれまでなかった研究・教育機関で、次世代のヘルスイノベータ

ーを育成している。 

以上のように、公立大学法人神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーシ

ョン研究科における研究、教育の内容、関連事業等の取り組みを調査したことに

より、かながわグランドデザインの検証に関する今後の委員会調査の参考に資す

ることができた。 
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３ 動物愛護センター 

(1) 調査目的 

かながわグランドデザイン第３期実施計画では、県が着実に実施していく施

策・事業として、動物愛護管理の推進を掲げている。 

このような中、動物愛護センターでは、犬と猫の殺処分ゼロの達成を機に、今

後も犬や猫の殺処分ゼロを願う県民やボランティアの気持ちに応えるため、動物

保護センターを、動物を処分する施設から生かすための施設に転換し、県民が親

しみ、ボランティアが活動する動物愛護にふさわしい拠点として再整備し、令和

元年６月に開所された。 

そこで、動物愛護センターの取り組みを調査することにより、かながわグラン

ドデザインの検証に関する今後の委員会調査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

  ア 施設の概要 

  ・昭和47年４月に神奈川県犬管理センターとして開設され、令和元年６月の 

新施設を開所するまでの経緯。 

・平成26年度から30年度までの所管区域における犬の登録頭数等。 

・今回開所された施設の設備、組織、予算額等。 

イ 業務の状況 

・動物保護事業として、飼えなくなった動物の引き取りや迷い犬の収容など 

を行うとともに、それらの返還、譲渡を実施している。 

・動物愛護普及事業として、動物の適正飼育推進のため、各種教室等動物に

関する知識の普及啓発を図っている。         

・動物取扱業対策事業として、動物取扱業の登録申請等の受理や施設の監視 

指導を実施している。 

・動物由来感染症情報分析体制整備事業として、飼養動物から感染する病原

体の汚染状況や疾病の実態を把握し、調査研究を進めている。 

・その他にも、ボランティアとの協働により事業を推進したり、災害時にお

ける動物救護の推進などを行っている。 

(3) 施設見学      

・１階は、保護動物の健康をケアするエントリーフロアとして、センターに運 

ばれた動物の健康状態をチェックしたり、ケガや感染症がないか等調べてい 

る。 

・２階は、動物たちと新しい飼い主との出会いのフロアとして、たくさんの犬

用個室や猫室などが並び、一般の方々も見学することができる。 

・ネーミングライツパートナーを活用し、３室に愛称、アニコムふれあいルー

ム、toletta ＮＹＡＮルーム、湘央学園ＷＡＮルームがつけられている。 
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（※ 質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

     

(4) 調査結果 

   令和元年６月に新たに開所された動物愛護センターでは、動物を処分するため

の施設から生かすための施設へ転換し、人と動物がともに幸せに暮らせる社会の

実現に向け、さまざまな活動や事業などの取り組みが行われている。 

以上のように、動物愛護センターにおける人と動物がともに幸せに暮らせる社

会の実現に向け、県民が親しむさまざまな活動や事業の取り組みを調査したこと

により、かながわグランドデザインの検証に関する今後の委員会調査の参考に資

することができた。 
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